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１．大型車両に関する最近の動き

№ 課 題 取 組 時期(参考)

① 特殊⾞両通⾏許可
審査⽇数の⻑期化

①－１ 特⾞通⾏許可の審査⽇数の推移 2012/4〜
①－２ 迅速化に向けたこれまでの主な取組 2017/4〜
①－３ 許可期間の延⻑ 2019/4〜
①－４ 電子データの整備計画 2017/4〜

② 特殊⾞両通⾏許可
基準・運用の緩和

②－１ 重要物流道路制度の創設 2019/5〜
②－２ ⾞両⻑の緩和（ダブル連結トラック運用） 2019/1〜
②－３ 特殊⾞両通⾏許可基準（⾞両幅）の改訂 2019/1〜
②－４ 特殊⾞両通⾏許可基準（はみ出し）の緩和 2019/1〜
②－５ 特⾞ゴールド制度の運用改善 2019/3〜

③ 許可経路が限定的 ③－１ ETC2.0経路データの活用 2018/8〜

④ 悪質な重量超過⾞両
の⾛⾏

④－１ 悪質な重量制限違反者への告発 2016/2〜
④－２ ⼤⼝・多頻度割引停⽌措置⾒直し 2017/4〜
④－３ 荷主勧告制度の運用改善 2018/7〜
④－４ 重量物輸送に係る基準の⾒直し 2017/7〜
④－５ 過積載⾞両の荷主対策 2019/4〜

⼤型⾞両に関する全体的な課題の状況と、それに対応する取組の現状について整理した。
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２．具体的な取組内容

①－１ 特⾞通⾏許可の審査⽇数の推移

出典：令和元年6月27日物流小委員会資料
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２．具体的な取組内容

①－２ 迅速化に向けたこれまでの主な取組

※平成31年2月6日物流小委員会資料

○ 年間の申請10件超の地方道8,000kmについて、
国による電子道路情報データの代⾏整備などにより
3年間（H29〜H31）で集中整備

電子データの整備計画
H29：約3,000km
H30：約2,000km
H31：約3,000km

○ 自動審査に最低限必要な申請項目について、記載内容と許可基準との整合性を確認する
こととし、その他の項目は記載の有無のみを確認する簡素化を実施（H30.1）
事前審査項目数：133項目→7項目

○ 地方整備局単位で都道府県などが参画するプロジェクトチームを設置し、審査や便覧収録に
活用可能なツールの提供などを実施（H30年度〜）
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高速自動車国道

一般国道

都道府県道

市町村道

100%

100%

84%

40 %

約9,500km

約56,000km

約76,000km

約15,000km

道路種別による道路構造の電子データ化の状況

整備率※

① 自動審査が可能となる電子データの整備

② 審査内容の簡素化

③ 関係機関への働きかけ

７１%

（H29年度末時点）
※特車申請があった延長のうち、電子データが整備されている延長の割合

残り
約14,000km

残り
約23,000km
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２．具体的な取組内容

①－３ 許可期間の延⻑

区 分
許可期間

優良事業者 その他
寸法⼜は重量が⼀定の基準（別表参照）に掲げる
数値のいずれかを超える緒元の⾞両（道路運送法
による⼀般旅客自動⾞運送事業の用に供する⾞両
を除く）

２年以内 １年以内

上記以外の⾞両 ４年以内 ２年以内
特殊⾞両通⾏許可について、事業者における許可の申請の事務負担の軽減と許可事務の迅速化を図るた
め、平成31年4月1⽇より当面の間、⼀定の要件を満たす優良事業者の⾞両について、許可の有効期間を、
これまでの最⼤２年から４年間（超重量・超寸法⾞両はこれまでの最⼤1年間から２年間）へと延⻑します。
対象となる優良事業者の⾞両の条件は、以下のとおりです。（以下の要件をすべて満たす事業者が対象）
① 業務支援用ETC2.0⾞載器を搭載し、登録を受けた⾞両であること
－登録は申請支援システムより⾏うことができます。

② 違反履歴のない事業者の⾞両であること
－当面の間、過去２年以内に違反（過積載による警告等）の履歴が存在しないことが必要です。

③ Gマーク認定事業所に所属する⾞両であること。
平成31年4月1⽇以降、以上の要件を満たす全ての⾞両の許可が対象となります。
既に、これまでの2年間⼜は1年間以内の有効期間で許可を受けている⾞両については、新たに登録の手続き
が必要となります。
（詳細は、以下のURLを参照下さい。 URL：http://www.tokusya.ktr.mlit.go.jp/PR/）

http://www.tokusya.ktr.mlit.go.jp/PR/
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２．具体的な取組内容

①－４ 電子データの整備計画

出典：平成31年2月6日物流小委員会資料
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GNSS、レーザースキャナ、カメラなどの機器を搭載し、⾛⾏しなが
ら3次元の道路の形状・データを⾼精度で効率的に取得

ＧＮＳＳ（Global Navigation Satellite System(s)）
（汎地球測位航法衛星システム）
衛星を用いた測位システムの総称で、継続的な
位置取得により経路の把握が可能

センシング装置を搭載した⾞両GNSSイメージ

センシング装置による計測

レーザー
物体に照射したレーザ光の反射波により座標点
群データの取得が可能

IMU

カメラ
取得した画像により地物等を判別し、点群デー
タに地物情報を付加

カメラ画像点群座標データ

電子データの整備計画
○ 現在、約7割に留まっている地⽅道（都道府県道・
市町村道）の電子データ化を促進

○ 年間申請件数５件超の地⽅道について、⾞載型
センシング技術なども活用し、２０１９年度までに
データ化を完了
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２．具体的な取組内容

②－１ 重要物流道路制度の創設
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～

出典：平成31年4月1日道路局記者発表資料
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２．具体的な取組内容

②－２ ⾞両⻑の緩和（ダブル連結トラック運用）
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出典：平成31年1月29日道路局記者発表資料

平成29年10月からのダブル連結トラック（⾞両⻑25m）の実験⾛⾏を踏まえ
平成31年1月29⽇より新東名を中心に本格導入
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２．具体的な取組内容

②－２ ⾞両⻑の緩和（ダブル連結トラック運用）
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出典：平成31年1月29日道路局記者発表資料
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２．具体的な取組内容

②－３ 特殊⾞両通⾏許可基準（⾞両幅）の改訂
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２．具体的な取組内容

②－４ 特殊⾞両通⾏許可基準（はみ出し）の緩和
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出典：平成31年1月29日道路局記者発表資料
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２．具体的な取組内容

②－５ 特殊ゴールド制度の運用改善
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組
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従来は、複数台のトラクタをまとめた申請ができませんでしたが、今回の改正
（平成31年3月25⽇）により包括申請が可能となりました。
（「⾞種」、「荷物」、「通⾏期間」が同⼀の場合）
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２．具体的な取組内容

③－１ ETC2.0経路データの活用

～
許
可
経
路
が
限
定
的
に
～

実験結果、多くの事業者が本サービスを有益と評価
H30年8月〜本格運用開始

ETC2.0⾞両運⾏管理⽀援サービス



２．具体的な取組内容

④－１ 悪質な重量違反者の告発

～
悪
質
な
重
量
違
反
車
両
へ
の
取
組
～

④－２ ⼤⼝・多頻度割引停⽌措置⾒直し

■H27.2〜
悪質な重量制限違反者への即時告発

■H29.４〜
⾼速道路等における⼤⼝・多頻度割引

停⽌措置等の⾒直し

（出典）中⽇本⾼速道路㈱HP

道路構造物へ与える影響が⼤きい重量超過⾞
両の違反に対する措置をより厳しく⾒直し

14

基準の２倍以上の重量超過の違反
が現地取締で確認された場合は、

告発（レッドカード）に。
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２．具体的な取組内容

④－３ 荷主勧告制度の運用改善

～
悪
質
な
重
量
違
反
車
両
へ
の
取
組
～

④－４ 重量物輸送に係る基準の⾒直し

■H29.7〜荷主勧告制度の運用改善
【課題】
• 荷主勧告や警告の判断基準が不明確で

あったため、荷主関与の有無について判断
が困難。

• ⾏政処分が前提となっていたため時間を要
し荷主へ早期の働きかけも困難。

荷主勧告の発動基準等を明確化
法令違反情報を基に迅速に協⼒要請へ

【課題】
• 単体物に係る基準緩和トレーラ⾞両で、バラ積み輸

送や特⾞通⾏許可未取得等により、重⼤事故を発
生させる事案あり。

• 公平な競争環境が確保されず、法令を遵守する事
業者に強い不満が発生。

■H29.7〜重量物輸送に係る基準緩和の⾒直し

継続緩和認定の延⻑
悪質な違反⾏為に対する指導・処分強化
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２．具体的な取組内容

④－５ 過積載⾞両の荷主対策

～
悪
質
な
重
量
違
反
車
両
へ
の
取
組
～

■H29.12〜基地取締時の荷主情報の聴取（直轄国道で試⾏）
■H30.1〜特⾞申請時における荷主名の記載（直轄国道で試⾏）
■H31.4〜本格運用開始

出典：令和元年6月27日物流小委員会資料
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３．関東地域の課題の再確認

対策を実施又は継続的に実施する課題
広報
対応

取締
対応

迅速化
対応 課 題

1-① 特⾞制度の周知

1-② 協会等非加盟事業者に対する広報手段

2-① 違反⾞両の交通安全対策

3-① 3-① 荷主対策

4-① 特⾞申請の許可期間短縮

関東地域における⼤型⾞通⾏の適正化に関する課題の再確認と、その対策について整理した。
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３．関東地域の課題の再確認

課 題
広
報
対
応

1-① 特⾞制度の周知

（１）今年度実施する特⾞制度周知の課題への対応（案）を以下に⽰す。

課題への対応（案）
対象者 取組内容

広
報
対
応

社会⼀般
• ラジオ（NACK5）、ラジオクラウドCMによる広報活動、及び連絡協議会委
員等が実施する既存イベントへ参画し、チラシ配布の実施

• 特⾞総合ツイッターでの広報実施及びラジオ広報に対するWebアンケート調
査

運送事業者
• 連絡協議会委員（関係企業団体）が発⾏するメルマガ、機関誌等への寄
稿

• 連絡協議会ホームページへの閲覧誘導の検討

荷 主 • 重量違反等の多い業界に対して説明会を開催、また、荷主団体が発⾏する
メルマガ、機関紙等への寄稿
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３．関東地域の課題の再確認

課 題
広
報
対
応

取
締
対
応

1-② 協会等非加盟事業者に対する広報手段

（２）今年度実施する非加盟事業者の課題への対応（案）を以下に⽰す。

課題への対応（案）
対象者 取組内容

広
報
対
応

協会等非加盟
事業者

• ラジオCMによる広報、及び整備管理者研修資料へのチラシ掲載
• ⾞両制限令違反の現地取締時に引込⾞両ドライバーに対してチラシを配
布、また違反講習会時に講習者に対してチラシを配布
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３．関東地域の課題の再確認

課 題
広
報
対
応

2-① 違反⾞両の交通安全対策

（３）今年度実施する違反⾞両の交通安全の課題への対応（案）を以下に⽰す。

課題への対応（案）
対象者 取組内容

広
報
対
応

荷主・運送事業者
及び⼤型⾞ドライ
バー

• 警察や全⽇本トラック協会が実施する⼤型⾞両の交通事故防⽌対策運動等に対
して、連絡協議会委員（警察及び運送事業者関連等）による⼤型⾞両の交通
安全対策の取組内容の検討

16

10 12 13

22

13 15
10

0

10

20

30

埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県

事業用貨物自動⾞の死亡事故件数

H29年（1月〜12月） H30年（1月〜12月）

（件）

出典：（公社）全⽇本トラック協会
※）⼤型⾞の死亡事故の割合は全国の

事業用⾞両事故件数の56.7％
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３．関東地域の課題の再確認

課 題
広
報
対
応

取
締
対
応

3-① 荷主対策

（４）今年度実施する荷主対策の課題への対応（案）を以下に⽰す。

課題への対応（案）
対象者 取組内容

広
報
対
応

荷 主 • 荷主に対して対面での説明会の開催、また、荷主団体が発⾏するメルマガ、
機関紙等への寄稿

取
締
対
応

荷 主
• ⾞両制限令違反の現地取締時にドライバーに対して積載貨物及び荷主
名聴取の協⼒を依頼

• 特⾞申請時に申請書への荷主名記載の協⼒依頼
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３．関東地域の課題の再確認

課 題

迅
速
化
対
応

4-①

特⾞申請の増加に伴い、許可審査に要する⽇数が掛かっているため、短縮化を図る

（５）今年度実施する特⾞申請の許可期間短縮の課題への対応（案）を以下に⽰す。

課題への対応（案）

迅
速
化
対
応

対象者 取組内容

道路管理者
及び申請者

• 平成29年度に通⾏許可迅速化検討部会を⽴ち上げ、迅速化の課題に対
する意⾒交換を実施してきたが、今年度は、申請者の申請書不備による差
し戻し削減や審査状況の改善等について意⾒交換を実施予定

道路管理者 • 個別協議の期間短縮に向けた意⾒交換

出典：国⼟交通省
第65回基本政策部会資料を修正 ※）平成30年度は、道路情報便覧収録や審査期間短縮に向けた審査窓⼝の努⼒により

若⼲短縮化されたが、引き続き目標に向けて短縮化を目指す。
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